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市長の「誤報」発言について（回答）

　日ごろから、横浜市政に関して貴重なご意見をありがとうございます。

　さきに要望（2004年3月8日）のありましたことについて、次のとおりお答えします。

　東京新聞の市大大学改革に関する記事に対する発言に関しては、次のような考え方によりましたので、ご説明させていただきます。

１　市大の大学改革に負債ということを理由に持ち出したことはないこと

　市大の大学改革の必要性について、「市立大学のあり方懇談会」を設置する際に、委員会で次のように述べています。

　「社会情勢の変化、そして大学の置かれている環境、市の環境、こうした中で、本市における市立大学のあり方検討をお願いしたい。ちなみに市内には国立大学や私立大学が14大学あり、こうした状況の中で是非ご議論いただきたいことは、①横浜市が大学を設置する意義があるのか。そして、②大学の経営はどういう形態が適切なのか。③今後どういう形で大学改革の方向を目指していくべきかについて。検討する必要があると考えています。」

　「行政の役割は民間と違うため、費用対効果のみを追求するわけにはいきませんし、たとえ経費がいくらかかろうとも、やるべきことはやらなければなりません。」

　つまり、市大の存在意義について問うたものであり、負債を理由として大学改革を進めているのではありません。

２　トップダウンではなかったこと

　市大の大学改革は、平成10年頃から学内で論議されていたものであり、まず、大学自身が考え、大学自らが策定した案を基本的に尊重し、設置者である横浜市と大学がともに推進しているものであり、「最初に市大改革ありき」ですとか、「密室で決定」「いきなり公表」「トップダウン」などとという進め方は、横浜ではされていません。

　また、教授会からの要望・意見等についても、先の予算特別委員会において各学部長が答弁したことから、大学改革自体に反対するものではないと考えています。

３　密室審議ではなかったこと

　市立大学改革推進・プラン策定委員会については、大学自体が設置した組織ですので、直接関与していませんが、大学から聞いたところによりますと、委員会の設置に際しては、大学の最高審議機関である評議会の決定を経ていること。また、情報公開についても、同様に評議会の決定に従っているとのことです。

　なお、市大への毎年の繰り入れ額は、約240億円、うち病院が約120億円となっています。

　引き続き改革への取り組みを行っていきますので、ご理解・ご協力いただくようお願いします。

